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「発光装置」事件 

 

H28.3.8 判決 知財高裁 平成 27 年（行ケ）第 10097 号 

審決取消請求事件：審決取消（特許無効審決取消） 

 

進歩性の判断に関する裁判例 

裁判例 

 
 蛍光体の内部量子効率を高めることが当業者の技術常識であったとしても、引用文献には、本
件発明で採用した物質の内部量子効率に関する記載と本件発明のような高い内部量子効率とする
記載とがうかがえないため、本件発明に係る構成を容易に想到し得ないと判断された事例。 

概要 

担当弁理士：佐伯 直人 

 

［特許請求の範囲］ 

【請求項１】 

 赤色蛍光体と、緑色蛍光体とを含む蛍光体層と、

発光素子とを備え、 

 前記赤色蛍光体が放つ赤色系の発光成分と、前記

緑色蛍光体が放つ緑色系の発光成分と、前記発光素

子が放つ発光成分とを出力光に含む発光装置であっ

て、 

 前記出力光が、白色光であり、 

 前記赤色蛍光体は、前記発光素子が放つ光によっ

て励起されて、Ｅｕ２＋で付活され、かつ、６００ｎ

ｍ以上６６０ｎｍ未満の波長領域に発光ピークを有

するニトリドアルミノシリケート系の窒化物蛍光体

（ただし、Ｓｒ２Ｓｉ４ＡｌＯＮ７：Ｅｕ２＋を除く）で

あり、 

 前記緑色蛍光体は、前記発光素子が放つ光によっ

て励起されて、Ｅｕ２＋又はＣｅ３＋で付活され、かつ、

５００ｎｍ以上５６０ｎｍ未満の波長領域に発光ピ

ークを有する緑色蛍光体であり、 

 前記発光素子は、４４０ｎｍ以上５００ｎｍ未満

の波長領域に発光ピークを有する光を放つ青色発光

素子であり、 

 前記蛍光体層に含まれる蛍光体はＥｕ２＋又はＣｅ３

＋で付活された蛍光体のみを含み、 

 前記青色発光素子が放つ光励起下において前記赤

色蛍光体は、内部量子効率が８０％以上であり、 

 前記蛍光体層に含まれる蛍光体の励起スペクトル

は、前記青色発光素子の放つ光の波長よりも短波長

域に励起ピークを有し、 

 前記蛍光体層は、窒化物蛍光体又は酸窒化物蛍光

体以外の無機蛍光体を実質的に含まないことを特徴

とする発光装置。 

 

［主な争点］ 

相違点５の判断の誤り（取消事由２） 

 

［原告の主張］ 

 本件審決は、相違点５に関し、照明ユニットにお

いて効率を高めることは一般的な課題であり、効率

を高めるために、製造条件の最適化等により内部量

子効率ができるだけ高められた蛍光体を用いること

は、当業者の通常の創作能力の発揮の範囲内のこと

であるとして、内部量子効率がどの程度以上の蛍光

体を用いるかは、目標とする効率や蛍光体の入手・

製造の容易性などを勘案して、当業者が適宜設定す

べき設計事項にすぎない旨判断した。 

 しかしながら、本件出願の優先日当時は、発光素

子の発光ピーク近傍に励起スペクトルのピークがあ

る蛍光体を選択し、発光ピークにおける励起スペク

トルの強度を大きくすることで高い効率を得ようと

していたものであり、内部量子効率と励起波長との

関係に着目し、その測定結果に基づいて蛍光体を選

択しようとする試みはなく、また、紫外領域に励起

ピークを有する窒化物蛍光体について、青色領域に

おける内部量子効率を、紫外領域と同等の効率水準

（８０％以上の実用水準）にしようとすることは、

誰も考えもしないことであった。 

 したがって、甲３発明において、高い効率を得る

ために、内部量子効率と励起波長との関係に着目し、

赤色蛍光体の青色領域における内部量子効率を８

０％以上にしようとする構成（相違点５に係る本件

訂正発明の構成）を採用する動機付けはないから、

本件審決の上記判断は誤りである。 

 

［被告の主張］ 

 外部量子効率（発光効率）は、「内部量子効率×

蛍光体による励起光の吸収率」によって求められる

ところ、乙５に「・・・（略）・・・」と記載されて

いるように、内部量子効率が高いことが望ましく、

その解決手段として「母体結晶と発光中心の組み合

せによる最適な材料設計」があることが知られてい

たことは、明らかである。 

 このように内部量子効率が高いことが望ましいこ

とは、本件出願の優先日前における技術常識であっ

たから、内部量子効率ができるだけ高められた蛍光

体を用いることは、当業者の通常の創作能力の発揮

の範囲内のことである。したがって、内部量子効率

がどの程度以上の蛍光体を用いるかは、目標とする

効率や蛍光体の入手・製造の容易性などを勘案して、

当業者が適宜設定すべき設計事項にすぎず、当業者
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は、甲３発明において相違点５に係る本件訂正発明

の構成を採用することを容易に想到することができ

たから、原告の上記主張は、理由がない。 

 

［裁判所の判断］（筆者にて適宜抜粋、下線。） 

『そこで検討するに、・・・（略）・・・との記載な

どに鑑みると、本件出願の優先日当時、照明ユニッ

トにおいて発光効率を高めるために、不純物の除去

等の製造条件の最適化等により、蛍光体の内部量子

効率をできるだけ高めることは、当業者の技術常識

であったことが認められる。』 

『しかしながら、他方で、不純物の除去等の製造条

件の最適化等により、蛍光体の内部量子効率を高め

ることについても、自ずと限界があることは自明で

あり、出発点となる内部量子効率の数値が低ければ、

上記の最適化等により内部量子効率を８０％以上と

することは困難であり、内部量子効率を８０％以上

とすることができるかどうかは、出発点となる内部

量子効率の数値にも大きく依存するものと考えられ

る。』 

『しかるところ、甲３には、量子効率に関し、別紙

２の表３に３種の化合物の「量子効率（ＱＥ）」が

「２９」％、「５１」％、「３０」％であること、段

落【００６７】に、「サイアロンＳｒＳｉＡｌ２Ｏ３

Ｎ２：Ｅｕ２＋（４％）（試験番号ＴＦ３１Ａ／０１）」

について「量子効率ＱＥは４３％」であることの記

載があるだけであり、これ以外には、量子効率、外

部量子効率又は内部量子効率について述べた記載は

ないし、別紙２の表４記載の赤色蛍光体である「Ｓ

ｒ２Ｓｉ４ＡｌＯＮ７：Ｅｕ２＋」の内部量子効率につ

いての記載もない。また、甲３には、「Ｓｒ２Ｓｉ４

ＡｌＯＮ７：Ｅｕ２＋」の「Ｓｒ２」を「Ｃａ」又は「Ｂ

ａ」に置換した蛍光体の内部量子効率についての記

載もない。』 

『このほか、別紙２の表４記載の赤色蛍光体である

「Ｓｒ２Ｓｉ４ＡｌＯＮ７：Ｅｕ２＋」、さらには「Ｓｒ

２Ｓｉ４ＡｌＯＮ７：Ｅｕ２＋」の「Ｓｒ２」を「Ｃａ」

又は「Ｂａ」に置換した蛍光体の内部量子効率がど

の程度であるのかをうかがわせる証拠はない。』 

『以上によれば、甲３に接した当業者は、甲３発明

において、Ｓｒ２Ｓｉ４ＡｌＯＮ７：Ｅｕ２＋蛍光体の

Ｓｒの少なくとも一部をＢａやＣａに置換したニト

リドアルミノシリケート系の窒化物蛍光体を採用し

た上で、さらに、青色発光素子が放つ光励起下にお

けるその内部量子効率を８０％以上とする構成（相

違点５に係る本件訂正発明の構成）を容易に想到す

ることができたものと認めることはできない。した

がって、本件審決における本件訂正発明と甲３発明

の相違点５の容易想到性の判断には誤りがある。』 

『これに対し被告は、・・・（略）・・・旨主張する。

しかしながら、一般論として、本件出願の優先日前

において、青色発光素子が放つ光励起下における「ニ

トリドシリケート系の窒化物蛍光体」（α－サイア

ロン蛍光体を含む。）の内部量子効率が８０％以上

のものを製造できる可能性を技術常識に基づいて想

定できたとしても、甲３に接した当業者が、甲３の

記載事項を出発点として、甲３発明において、Ｓｒ

２Ｓｉ４ＡｌＯＮ７：Ｅｕ２＋蛍光体のＳｒの少なくと

も一部をＢａやＣａに置換したニトリドアルミノシ

リケート系の窒化物蛍光体を採用した上で、さらに、

青色発光素子が放つ光励起下におけるその内部量子

効率を８０％以上とする構成に容易に想到すること

ができたかどうかは別問題であり、被告の上記主張

は、甲３の具体的な記載事項を踏まえたものではな

いから、採用することができない。』 

 

［検討］ 

 「内部量子効率」は材料の物性によって決定され

る。しかし、本件のように、高い内部量子効率を示

す材料を総括して表現することが困難であるため、

「Ｅｕ２＋で付活され、かつ、６００ｎｍ以上６６０

ｎｍ未満の波長領域に発光ピークを有するニトリド

アルミノシリケート系の窒化物蛍光体」という記載

と共に、「前記青色発光素子が放つ光励起下におい

て前記赤色蛍光体は、内部量子効率が８０％以上で

あり、」という表現をすることで、材料の限定を行

っている。 

 特許庁の主張は、「内部量子効率が８０％以上」

という条件が、「目標とする効率や蛍光体の入手・

製造の容易性などを勘案して、当業者が適宜設定す

べき設計事項にすぎない」とするものである。しか

し、内部量子効率は物性に大きく依存するものであ

るところ、上記化学式で規定される赤色蛍光体にお

いて、「８０％以上」という数値を実現することは

設計事項の範疇ではないと裁判所は判断した。 

 

≪実務上の指針≫ 

 ある物質について新規な特性を見出した場合にお

いて、当該特性の値を規定することで物質そのもの

を限定する趣旨で作成された請求項に対する拒絶対

応時に参考になる事例である。今回の事例は、引例

に記載された内容が、請求項と比較して、物質が異

なっており、内部量子効率の値が異なっている、と

いう意味において、２段階の点で異なっていること

から、設計事項の範疇ではないと判断されたものと

推察される。 

 新規な特性を見出したような場合においては、前

提として、当該特性の値は、従来の物質であれば製

法を工夫する程度では到底実現し得ないことを示す

データ又は説明を、可能な限り出願時に開示してお

くことが重要である。           以上 


